
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国際観光振興機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成22年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

        役員報酬規程において、期末特別手当については、国土交通省独立行政法人評価委員会

　　が行う業績評価の結果を参考として、役員の職務実績に応じ、増減することとしている（各年度の

　　業績評価の結果を、次年度以降の期末特別手当に反映。各人の増分は10/100の範囲内｡)

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長              平成22年12月に本俸を月額976,000円から月額974,000円に減額改定

期末特別手当の支給割合を2.95月分(△0.15月分)に引き下げ

理事 平成22年12月に本俸を月額798,000円から月額796,000円に減額改定

期末特別手当の支給割合を2.95月分(△0.15月分)に引き下げ

理事（非常勤） 該当者なし

監事 平成22年12月に本俸を月額731,000円から月額730,000円に減額改定

期末特別手当の支給割合を2.95月分(△0.15月分)に引き下げ

監事（非常勤） 改定なし



２　役員の報酬等の支給状況

平成2２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,996 11,704 4,553
1,404

335
（特別調整手当）

(通勤手当)
19年4月1日

千円 千円 千円 千円

4,560 2,394 1,844
287
35

（特別調整手当）
(通勤手当)

18年4月8日 22年6月30日

千円 千円 千円 千円

14,585 9,568 3,722
1,148

147
（特別調整手当）

(通勤手当)
21年7月14日 ◇

千円 千円 千円 千円

14,637 9,568 3,722
1,148

199
（特別調整手当）

(通勤手当)
22年1月1日

千円 千円 千円 千円

10,008 7,174 1,890
860
84

（特別調整手当）
(通勤手当)

22年7月1日

千円 千円 千円 千円

13,430 8,768 3,411
1,052

199
（特別調整手当）

(通勤手当)
17年7月20日 ※

千円 千円 千円 千円

2,893 2,856 0 37 (通勤手当) 22年1月1日

注１：「特別調整手当」とは、民間における賃金、物価、及び生計費が特に高い地域に在勤する
　　　役員に支給されているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」 該当がない場合は空欄

B監事
（非常勤）

D理事

C理事

前職

A監事

就任・退任の状況

理事長

役名
その他（内容）

A理事

B理事

      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成22年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

5,087 4 3 22年6月30日 1.0（暫定）

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

  事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　  退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

  独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

摘　　要

監事

法人での在職期間

法人の長

A理事 業績勘案率は平成23年度の
評価委員会において決定



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　平成22年度において､常勤の役員及び職員に係る人件費を､平成17年度決算比5%以上削減する｡

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方
　　当機構は東京都特別区に所在し､地方組織が無いことから､東京都特別区在勤の国家公務員の

　給与水準を考慮して､国民の理解が得られる適正な給与水準とするよう努めている｡

　  また､職員の学歴等に照らし､国家公務員Ⅱ種(大卒)の本省勤務者と同程度の給与水準となるよう

　   初任給を設定している｡

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　職員の能力､実績を適正に把握する人事評価制度を導入し､昇給､昇格に際して職員の勤務成績等

　を考慮することとしている｡

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成22年度における給与制度の主な改正点
    国家公務員給与改定に準じて､若年層を除き本俸を平均 1.5%引下げ､また､期末手当の
  支給割合を年間 0.2月引き下げた｡

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤 当
うち賞与平均年齢区分

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

･勤務成績が良好な職員のうち､昇格基準に達した者の昇格
･12ｹ月を下らない期間を良好な成績で勤務した場合の昇給
･勤務成績が特に優秀である場合の昇給

昇　給　等

うち所定内人員
平成22年度の年間給与額（平均）

総額

 

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 43.0 7,172 5,405 148 1,767
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 43.0 7,172 5,405 148 1,767

人 歳 千円 千円 千円 千円

22 43.9 11,603 10,352 0 1,251

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 44.9 3,591 3,591 133 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 44.1 3,580 3,580 130 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

12 35.3 2,618 2,618 184 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 35.3 2,618 2,618 184 0

在外職員

事務・技術

再任用職員

総額

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

在外職員(年俸制)

任期付職員

事務・技術

民間出向

事務・技術



注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：常勤職員、任期付職員、非常勤職員（年俸制を含む。）の区分における研究職種、医療職種、　教育職種については、

　 該当者がないことから記載を省略した。

注3：在外職員(年俸制)については、該当者が1人のため､当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから､人数

   以外は記載を省略した。

注4：任期付職員(事務･技術)については､該当者が1人のため､当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから､

  人数以外は記載を省略した。

注5：任期付職員の表中の民間出向者は、民間企業（旅行業界等）から予め期間を定めて出向してきている職員である。

注6：再任用職員については、該当者が1人のため､当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから､人数以外

   は記載を省略した。



②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

11 48.6 8,028 8,398 8,921

21 36 7 4 192 5 140 6 151

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均分布状況を示すグループ 平均年齢人員

代表的職位
・ﾏﾈｰｼﾞｬｰ､ｼﾆｱ･ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ
(本部課長相当職)
・ｱｼｽﾀﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

注：1. ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

     2. 年齢24歳～27歳､28歳～31歳､32歳～35歳及び56歳～59歳の該当者はそれぞれ4名以下である

        ため､第1･第3四分位折れ線を表示していない｡
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歳 

人数 

平均給与額 

第３四分位 

第１四分位 

国の平均給与額 

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 
人 

千円 

21 36.7 4,192 5,140 6,151

区分 計 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級

標準的 次長 ﾏﾈｰｼﾞｬｰ ｱｼｽﾀﾝﾄ･ ｱｼｽﾀﾝﾄ･
な職位 室長 ｼﾆｱ･ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

人 人 人 人 人 人

45 4 3 17 16 5
（割合） (8.9%) (6.7%) (37.8%) (35.6%) (11.1%)

歳 歳 歳 歳 歳

59～49　 53～44 59～37 50～31 35～25

千円 千円 千円 千円 千円

9,280～
7,680

8,106～
6,867

6,854～
4,797

5,040～
3,220

3,004～
2,477

千円 千円 千円 千円 千円

12,666～
10,486

11,034～
9,354

9,244～
6,297

6,679～
4,192

3,901～
3,288

人員

注: 分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟでは､本部課長相当職が置かれていないため､原則として｢本部課長｣を

ｱｼｽﾀﾝﾄ ﾏﾈ ｼ ｬ
(本部係長､主任､係員相当職)

 職級別在職状況等（平成23年４月１日現在）（事務・技術職員）

年齢（最高
～最低）

部長

③

    掲げるところ､代わりに｢ﾏﾈｰｼﾞｬｰ､ｼﾆｱ･ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ｣を､同様に｢本部係員｣を掲げるところ､代わりに

    ｢ｱｼｽﾀﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞｬｰ｣をそれぞれ代表的職位として掲げた｡

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)



④ 賞与（平成22年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 0 0

％ ％ ％

         最高～最低 　　0～0　　 　　0～0　　 　　0～0　　

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 0 0

％ ％ ％

         最高～最低 　　0～0　　 　　0～0　　 　　0～0　　

⑤

108.9

103.3

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員
項

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

内 容

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

対国家公務員（行政職
（ ）

対他法人（事務・技術職員）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

地域勘案　　 94.4

参考 学歴勘案　　 105.2

地域・学歴勘案       　91.3　

　給与水準の適切性の
　検証

　当機構の現状では、年齢勘案での対国家公務員指数では108.9と上回って
いるものの、実態に即した地域等（地域勘案及び地域・学歴勘案）で見れば、
それぞれ94.4及び91.3と対国家公務員指数を下回っている状況にある。
　これらの現状を踏まえて、職員給与については、今後とも地域等の指数の動
向を注視しつつ、国家公務員の給与改定を考慮しながら、引き続き、地域等
を勘案した対国家公務員指数が100を上回らないように適切な措置を講じて
いくこととしている。

講ずる措置

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　54.5％
　（国からの財政支出額　1,905百万円、支出予算の総額　3,494百万円：平成
22年度予算）
【検証結果】
下記のとおり給与水準の適正化について、引き続き措置を講じていくこととし
ている。

対国家公務員　　108.9

項      目

指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

内             容

　当機構の職員は9割が高学歴（大学卒又は大学院修了）の者で構成されて
いること。また、当機構の事務所は、東京都特別区に所在しており、地方組織
が無いことから、年齢のみを勘案した対国家公務員指数と比べると高くなって
いる。

【主務大臣の検証結果】
国に準じた給与体系となっているが、給与水準について国家公務員を上回っ
ており、引き続き改善を図る必要がある。



当年度
（平成22年度）

前年度
（平成21年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

Ⅲ　総人件費について

区　　分

940,227

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額

87,573

比較増△減

非常勤役職員等給与
(9.7)

72,068 △ 38,394

△ 91,377943,739

(3.9)

(6.2)

3,475

142,803 8,857 1,385 (0.9)

91,048

【管理職の割合について】
33.3％（平成23年4月1日現在）
国の管理職割合は15.3％（平成22年国家公務員給与等実態調査結果におけ
る行政職（一）6級以上の割合）。

当機構は、観光立国の推進（特に外国人観光客の来訪促進など）のため、海
外事務所（アジア、豪州、欧米に13ヵ所）を拠点に、その宣伝活動や国際会議
誘致活動など実施する政府観光局として重要な役割を担っている。これらの
活動を支えるための組織体制としては、海外宣伝事業の充実を図りつつ、業
務の連携が効率的に行えるよう本部の組織体制の見直しを実施（第二期中期
計画）。そのため、現在の管理職はこれらの業務を実施するうえで必要な人員
であると考えているが、引き続き本部における業務運営の一層の効率化に努
めていくこととしている。

そ　の　他

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合について】
26.9％（支出総額：3,494百万円、報酬等支給総額：943百万円）

中期目標期間開始時（平成20
年度）からの増△減

(△8.8)

38,544

(0.3)

福利厚生費

最広義人件費

151,660

(△34.7)

3,512

(114.9)33,524

8,119

【大学卒以上の高学歴者の割合】
90.5％（平成23年4月1日現在）
国の大卒以上の学歴者（行政職（一）適用者）の割合は51.6％（平成22年国家
公務員給与等実態調査（人事院））。

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：昨年公表した数値に集計の誤りがあったため、訂正している（訂正個所は、下線部分）。

総人件費について参考となる事項

・「最広義人件費」の増（対前年度 +54,388千円）は、前記の増及び退職手当の増等によるもの。

・行革推進法、「行政改革の重要方針」（H17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　人件費（退職手当等を除く。）については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏ま
え、平成18年度からの5年間で5％以上を基本とする削減について、引き続き着実に実施するとともに、役職
員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを推進する。さらに、この人件費改革の取組
を平成23年度まで継続する。

(4.5)

　「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成18年度から平成22年度までの5年
間において、5％以上の削減を基本とする削減について、引き続き着実に実施するとともに、人件費改革
（退職手当等を除く。）の取り組みを平成23年まで継続するものとする。これまで適正かつ厳格な人事考課を
実施し、これを給与に反映させているが、更に、きめ細かく勤務実績を給与へ反映できるようにするため、引
き続き、給与水準の適正化について検証し、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正
化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。

(△8.7)1,258,515 1,204,127 54,388 △ 120,267
最広義人件費

・「給与、報酬等支給総額」の増（対前年度 +3,512千円）の主な要因は、定年退職者の補充による。

・「福利厚生費」の増(対前年度 +8,857千円)は､労働保険における事業主負担分の料率引上げ等による。



基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

1,132,559 1,107,414 1,087,591 1,035,116 940,227 943,739

△2.2% △3.9% △8.6% △16.9% △16.6%

△2.2% △4.6% △9.3% △15.2% △13.4%

Ⅳ 法人が必要と認める事項

　当機構は、平成15年10月1日に独立行政法人となりましたが、移行前の平成15年度上期及び下期
には管理職の昇給のゼロベース査定を行い、期待水準を超えていると認められた約半数の管理職のみ
昇給を行いました。
　平成16年度からは、新人事制度を導入し、①管理職の職務手当を職責の軽重に応じた支給割合に
減額改定（最大20％から8％へ減額）するとともに、②厳正な人事評価を実施し、これを処遇に反映
させる（評価結果によっては降格・降給もされる）こととしました。

【主務大臣の検証結果】
「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）において、
平成18年度以降の5年間で人件費を5％以上削減することとされているところ、当該法人においては既に達成
済みであり、適正に取り組んでいる。

　　2：金額については単位未満切り捨て、削減率については小数点第二位切り捨てとしている。

人件費削減率
（％）

　　3:昨年公表した数値に集計の誤りがあったため、訂正している（訂正個所は、下線部分）。

年　　　度

総人件費改革の取組状況

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率（補正値）
（％）

注１：｢人件費削減率(補正値)｣とは､｢行政改革の重要方針｣(平成17年12月24日閣議決定)による人事院勧告
　　を踏まえた官民給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である｡  なお､平成18年､平成19年､平成20
　　年､平成21年､平成22年の行政職(一)職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ 0%､0.7%､0%､▲2.4%､
　　▲1.5%である｡
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